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「ユビキタスネット社会に関するアンケート」最終結果「ユビキタスネット社会に関するアンケート」最終結果

アンケート調査 依頼対象者数 177人
回答者数 107人
回答率 60％
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優先的に取り組むべき「課題」優先的に取り組むべき「課題」

２１課題の抽出

問２～５（深刻度、波及度、対応の遅れ、実効性）を踏まえ、以下の２１課題を優先的に取り組むべき具体的な「課
題」として位置づけてはどうか。

・迷惑メール ・医療におけるＩCＴ利活用 ・医療分野におけるプライバシーのあり方
・デジタル財の著作権保護 ・情報ネットワークの脆弱性 ・情報技術の研究開発における科学技術倫理
・ネット利用悪質商法の増加 ・電子決済の安全性 ・地方公共団体の業務の不統一
・公的機関等の保有する個人情報保護 ・コンテンツの二次利用の不足 ・電子自治体における格差
・コンピュータウイルス ・高度サービスの地域格差 ・一般ユーザの情報セキュリティ意識
・電子政府の利便性 ・社会資本整備におけるＩＴ優先度 ・知的財産戦略の不足
・教育におけるＩＴ利活用 ・高度なＩCＴ人材の不足 ・青少年の発育への影響
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影響の度合い

対応の未熟
さの度合い

迷惑メール

デジタル財の著作権保護
コンピュータウイルス

ネット利用悪質商法
公的機関や事業者の保有する
個人情報の保護情報ネットワークの脆弱性

電子決済の安全性
医療におけるＩＣＴの利活用

電子政府の利便性

教育におけるＩＣＴ活用

コンテンツの
二次利用の不足

高度サービスの地域格差

医療分野におけるプライバシー

青少年の発育への影響

地方公共団体の業務不統一

社会資本整備におけるＩＣＴの優先度

高度なＩＣＴ人材の不足

情報技術研究開発における科学技術倫理

一般ユーザの情報セキュリティ意識

電子自治体における格差

知的財産戦略
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065)社会性や適応力の低下

016)トラヒックの急増

088)青少年の発育への影響

072)高度サービスの地域格差

066)高度なＩＴ人材の不足

039)コンテンツの安全性・信頼性への疑問

033)迷惑メール

013)盗聴、通信傍受

008)生体認証の導入・普及

085)新技術の人体への影響

070)誰でも容易に使えるインターフェースの不足

067)情報の氾濫

009)位置情報の取り扱いルール

042)デジタル財の著作権の保護

026)電子決済の安全性

003)ウェブサイトを利用した顧客情報の取得

023)ネット利用悪質商法の増加

010)電子タグの利用ルール

004)医療分野におけるプライバシーのあり方

014)不正アクセス

012)コンピュータウイルス

001)公的機関や事業者の保有する個人情報の保護

020)非PC機器のセキュリティ

002)金融・決済等にかかわるプライバシー保護

018)情報ネットワークの脆弱性

ユビキタスネット社会に特有の課題の明確化

「ユビキタスネット社会の実現によって不安や障害が助長・増幅される課題」として回答された中から、
優先２１課題に含まれていないものを吟味し、「ユビキタスネット社会に特有の課題」として明確化。

問６ 無線、有線のネットワークが切れ目なく接続され、“いつでも、どこでも、何でも、誰でも”簡単にネットワークを利用できるようになるユビキタス
ネット社会の実現によって、特に強く、国民や企業における不安、障害が助長・増幅される可能性がある対応課題を、100の対応課題の中
から５つ以内で選んで、下の記入欄に番号をご記入ください。

※下線付は、「ユビキタスネット社会の実現によって不安や障害が助長・増幅される課題」として回答された
課題のうち、前述の「優先２１課題」に入っていないものを示す。

・金融・決済等にかかわるプライバシー保護
・ウェブサイトを利用した顧客情報取得
・生体認証の導入・普及
・位置情報の取り扱いルール
・電子タグの利用ルール
・盗聴、通信傍受
・不正アクセス
・トラヒックの急増
・非ＰＣ機器のセキュリティ
・コンテンツの安全性・信頼性への疑問
・社会性や適応力の低下
・情報の氾濫
・誰でも容易に使えるインターフェース
・新技術の人体への影響

１４課題の抽出
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1) プライバシーの保護

2) 情報セキュリティの確保

3) 電子商取引環境の整備

4) 違法・有害コンテンツへの対応

5) 知的財産権への対応

6) 新たな社会規範の定着

7) 情報リテラシーの浸透

8) 地理的ディバイドの克服

9) 地球環境や心身の健康への配慮

10) サイバー対応の制度・慣行の整備

今後優先的に取り組むべき対応課題今後優先的に取り組むべき対応課題

42) デジタル財の著作権の保護

33) 迷惑メール

93) 電子政府の利便性

64) 教育におけるＩＴ活用

45) コンテンツの二次利用の不足

97) 医療におけるＩＴの利活用

18) 情報ネットワークの脆弱性
1) 公的機関や事業者の保有する個人情報の保護

23) ネット利用悪質商法の増加

12) コンピュータウイルス

74) 社会資本整備におけるITの優先度
66) 高度なＩＴ人材の不足

58) 情報技術の研究開発における科学技術倫理
15) 一般ユーザの情報セキュリティ意識

77) 電子自治体における格差

88) 青少年の発育への影響
99) 地方公共団体の業務の不統一

72) 高度サービスの地域格差

26) 電子決済の安全性

2) 金融・決済等にかかわるプライバシー保護

81) 廃棄物の増加
56) ネット利用に関するマナー（ネチケット)

35) 匿名掲示板

32) 犯罪行為の助長の問題
89) 仮想体験の増加による実体験不足

65) 社会性や適応力の低下

4) 医療分野におけるプライバシーのあり方

57) 柔軟な勤務形態

28) ネット上の商業活動に関するルールの未整備

21) 違法な電子商取引の増加

10) 電子タグの利用ルール

82) 不法投棄の問題

49)知的財産戦略の不足

71) 基礎的サービスの地域格差
55) ネットを利用した社会活動ルール

3) ウェブサイトを利用した顧客情報の取得
39)コンテンツの安全性・信頼性への疑問
83) エネルギー消費の増加

62) 収入等による情報格差

43) ビジネスモデル特許の範囲
63) 障害者等への対応

20)非PC機器のセキュリティ

50)パブリックドメイン

69) 中小企業におけるＩＴ活用
30) 電子署名・電子認証の範囲

27) 電子商取引の国際的問題
19)治安・安保へのＩＴ活用95) 農林水産分野におけるＩＴの利活用

41) ドメイン等の不正利用

36) ネット上の賭博行為

14) 不正アクセス 67) 情報の氾濫

17)無線インターネットのセキュリティのあり方
6) ホットスポット等における利用者管理のあり方

11)ハイテク技術、製品等の輸出規制

59)映像コミュニケーションに関するマナー

85)

44)海外における知的財産権侵害

51)情報機器の
廃棄のルール

54)会社等におけるネット利用ルール

76)コンテンツやソフト
に関する一極集中

53)モバイル機器の利用マナー
31)有害サイトの増加

80) ソーシャルキャピタルの格差37)青少年のコンテンツ利用の保護

91)対面販売や文書保存等の義務付け

61)外国語情報の比重

100)アジア等におけるリーダーシップ不足
90) 75)

29)電子商取引の規格

87)

38)78)ＩＴ産業集積の有無
84)紙消費の増加

5)

94)

86) 79)

9)

47)
46)25) 24)

96)

34)

48) 52)

13)
16)

73)

60)
68)

92)

98)
40)

22)

70)誰でも容易に使える
インターフェースの不足

7)撮影ルールのあり方

8)生体認証の導入・普及

対
応
課
題
の
社
会
的
影
響
度

対応課題への対応の未熟度

5)サービス利用における匿名化技術
9)位置情報の取り扱いルール
13)盗聴、通信傍受
16)トラヒックの急増
22)消費者相談の急増
24)ネットを利用した広告の問題
25)利用者の知識や経験の不足
34)迷惑電話
38)プロバイダー責任のあり方
40)コンテンツ提供の国際的問題
46)ホームページ等における著作物の利用ルール
47)肖像権等の保護
48)ソフトウェアのオープンソース化
52)誰にでもわかる情報提供
60)ロボット利用に関するルール
68)ソフト等のバージョンアップの問題
73)情報通信利用の南北格差
75)ITを活用したまちづくりの格差
79)地下空間や移動中におけるネット利用
85)新技術の人体への影響
86)流通における情報財の未活用
87)電子タグのリサイクルのあり方
90)体内へのハイテク機器の埋め込み
92)ＩＴベンチャー等の資金調達
94)税制分野におけるＩＴの利活用
96)司法におけるＩＴの利活用
98)労働分野におけるＩＴの利活用

5)サービス利用における匿名化技術
9)位置情報の取り扱いルール
13)盗聴、通信傍受
16)トラヒックの急増
22)消費者相談の急増
24)ネットを利用した広告の問題
25)利用者の知識や経験の不足
34)迷惑電話
38)プロバイダー責任のあり方
40)コンテンツ提供の国際的問題
46)ホームページ等における著作物の利用ルール
47)肖像権等の保護
48)ソフトウェアのオープンソース化
52)誰にでもわかる情報提供
60)ロボット利用に関するルール
68)ソフト等のバージョンアップの問題
73)情報通信利用の南北格差
75)ITを活用したまちづくりの格差
79)地下空間や移動中におけるネット利用
85)新技術の人体への影響
86)流通における情報財の未活用
87)電子タグのリサイクルのあり方
90)体内へのハイテク機器の埋め込み
92)ＩＴベンチャー等の資金調達
94)税制分野におけるＩＴの利活用
96)司法におけるＩＴの利活用
98)労働分野におけるＩＴの利活用
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（参考）対応課題の社会的影響度（参考）対応課題の社会的影響度

72) 高度サービスの地域格差

97) 医療におけるＩＴの利活用

14) 不正アクセス

55) ネットを利用した社会活動ルール

31) 有害サイトの増加
82) 不法投棄の問題

37) 青少年のコンテンツ利用の保護
63) 障害者等への対応

24) ネットを利用した広告の問題
100) アジア等におけるリーダーシップ不足

96) 司法におけるＩＴの利活用

87) 電子タグのリサイクルのあり方

40) コンテンツ提供の国際的問題

94) 税制分野におけるＩＴの利活用
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1) プライバシーの保護

2) 情報セキュリティの確保

3) 電子商取引環境の整備

4) 違法・有害コンテンツへの対応

5) 知的財産権への対応

6) 新たな社会規範の定着

7) 情報リテラシーの浸透

8) 地理的ディバイドの克服

9) 地球環境や心身の健康への配慮

10) サイバー対応の制度・慣行の整備

2)金融・決済等にかかわるプライバシー保護

18)情報ネットワークの脆弱性

26)電子決済の安全性

23)ネット利用悪質商法の増加

97)医療におけるＩＴの利活用

4)医療分野におけるプライバシーのあり方

42)デジタル財の著作権の保護

12)コンピュータウイルス

1)公的機関や事業者の保有する個人情報の保護

45)コンテンツの二次利用の不足

32)犯罪行為の助長の問題

89)仮想体験の増加による実体験不足

33)迷惑メール

93)電子政府の利便性

64)教育におけるＩＴ活用

72)高度サービスの地域格差

35)匿名掲示板

81)廃棄物の増加

74)社会資本整備におけるITの優先度

58)情報技術の研究開発における科学技術倫理

66)高度なＩＴ人材の不足

77)電子自治体における格差
71)基礎的サービスの地域格差

3)ウェブサイトを利用した顧客情報の取得

53)モバイル機器の利用マナー
31)有害サイトの増加

56)ネット利用に関するマナー（ネチケット）

90)体内へのハイテク機器の埋め込み

63)障害者等への対応

37)青少年のコンテンツ利用の保護

43)ビジネスモデル特許の範囲

14)不正アクセス

21)違法な電子商取引の増加

25)利用者の知識や経験の不足 80)ソーシャルキャピタルの格差

49)知的財産戦略の不足
54)会社等におけるネット利用ルール

65)社会性や適応力の低下
88)青少年の発育への影響

99)地方公共団体の業務の不統一

41)ドメイン等の不正利用

28)ネット上の商業活動に関するルールの未整備

20)非PC機器のセキュリティ

100)アジア等におけるリーダーシップ不足

67)情報の氾濫

85)新技術の人体への影響

70)誰でも容易に使えるインターフェースの不足

83)エネルギー消費の増加

76)コンテンツやソフトに関する一極集中

60)ロボット利用に関するルール
95)農林水産分野におけるＩＴの利活用

82)不法投棄の問題
24)ネットを利用した広告の問題

92)ＩＴベンチャー等の資金調達

55)ネットを利用した社会活動ルール
44)海外における知的財産権侵害

15)一般ユーザの情報セキュリティ意識

39)コンテンツの安全性
・信頼性への疑問

87)電子タグのリサイクルのあり方

11)ハイテク技術、製品等の輸出規制

59)映像コミュニケーションに関するマナー

問題が起きたときの深刻度

問
題
が
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（参考）対応課題への対応の未熟度（参考）対応課題への対応の未熟度

64) 教育におけるＩＴ活用

18) 情報ネットワークの脆弱性

14) 不正アクセス

55) ネットを利用した社会活動ルール

31) 有害サイトの増加
82) 不法投棄の問題

37) 青少年のコンテンツ利用の保護
63) 障害者等への対応

24) ネットを利用した広告の問題
100) アジア等におけるリーダーシップ不足

96) 司法におけるＩＴの利活用

87) 電子タグのリサイクルのあり方

40) コンテンツ提供の国際的問題

94) 税制分野におけるＩＴの利活用

33) 迷惑メール

93) 電子政府の利便性

42) デジタル財の著作権の保護
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1) プライバシーの保護

2) 情報セキュリティの確保

3) 電子商取引環境の整備

4) 違法・有害コンテンツへの対応

5) 知的財産権への対応

6) 新たな社会規範の定着

7) 情報リテラシーの浸透

8) 地理的ディバイドの克服

9) 地球環境や心身の健康への配慮

10) サイバー対応の制度・慣行の整備

33)迷惑メール

64)教育におけるＩＴ活用

93)電子政府の利便性

42)デジタル財の著作権の保護

57)柔軟な勤務形態

12)コンピュータウイルス

1)公的機関や事業者の保有する
個人情報の保護

23)ネット利用悪質商法の増加

66)高度なＩＴ人材の不足

97)医療におけるＩＴの利活用

74)社会資本整備におけるITの優先度

45)コンテンツの二次利用の不足

18)情報ネットワークの脆弱性

58)情報技術の研究開発における科学技術倫理

15)一般ユーザの情報セキュリティ意識

28)ネット上の商業活動に
関するルールの未整備

4)医療分野におけるプライバシーのあり方

10)電子タグの利用ルール

20)非PC機器のセキュリティ

67)情報の氾濫

14)不正アクセス

53)モバイル機器の利用マナー

34)迷惑電話

22)消費者相談の急増

84)紙消費の増加

88)青少年の発育への影響

77)電子自治体における格差

26)電子決済の安全性

99)地方公共団体の業務の不統一

49)知的財産戦略の不足

41)ドメイン等の不正利用

11)ハイテク技術、製品等の輸出規制

78)ＩＴ産業集積の有無

24)ネットを利用した広告の問題

55)ネットを利用した社会活動ルール

39)コンテンツの安全性・信頼性への疑問

70)誰でも容易に使えるインタ
ーフェースの不足

50)パブリックドメイン

27)電子商取引の国際的問題

90)体内へのハイテク機器の埋め込み

21)違法な電子商取引の増加

60)ロボット利用に関するルール

87)電子タグのリサイクルのあり方

62)収入等による情報格差

80)ソーシャルキャピタルの格差

38)プロバイダー責任のあり方

2)金融・決済等にかかわるプライバシー保護

69)中小企業におけるＩＴ活用
63)障害者等への対応

40)コンテンツ提供の国際的問題
96)司法におけるＩＴの利活用

65)社会性や適応力の低下

7)撮影ルールのあり方
5)サービス利用における匿名化技術

法制度面の対応や技術開発等の実効性の低さ

法
制
度
面
の
対
応
や
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発
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の
遅
れ


